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期
中
会
計
基
準・防
衛
特
別
法
人
税
の

実
務
対
応
報
告
に
伴
う
改
正
財
務
諸
表
等

規
則
等
の
解
説

　

牧
野
　
誠
也

安
東
　
貴
哉

鹿
子
木
　
慎
亮

齊
藤
　
義
裕

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
企
業
会
計
専
門
官

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
企
業
会
計
第
一
係
員

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
主
任
会
計
専
門
官

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
企
業
会
計
第
一
係
長

【
こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
企
業
会
計
基
準
委
員
会（
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
）は
、

２
０
２
５
年
10
月
16
日
に
企
業
会
計
基

準
37
号「
期
中
財
務
諸
表
に
関
す
る
会

計
基
準
」、２
０
２
６
年
２
月
27
日
に
実

務
対
応
報
告
48
号「
防
衛
特
別
法
人
税

の
会
計
処
理
及
び
開
示
に
関
す
る
当
面

の
取
扱
い
」を
公
表
し
た
。

●	

こ
れ
を
受
け
て
、財
規
等
で
は
、中
間

（
連
結
）財
務
諸
表
に
係
る
注
記
規
定

を
新
設
し
た
ほ
か
、「
未
払
法
人
税
等
」

お
よ
び「
法
人
税
、住
民
税
及
び
事
業

税
」に
防
衛
特
別
法
人
税
が
含
ま
れ
る

こ
と
を
定
め
て
い
る（
２
０
２
６
年
３
月

31
日
公
布・施
行
）。

は
じ
め
に

２
０
２
６
年
３
月
31
日
、
金
融
庁
に
お

い
て「
財
務
諸
表
等
の
用
語
、
様
式
及
び

作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
及
び
連
結
財
務

諸
表
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関

す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令
」（
令
和
８
年
内
閣
府
令
28
号
）等
が
公

布
・
施
行
さ
れ
、
図
表
の
規
則
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
お
よ
び
告
示
に
つ
い
て
、
所
要
の

改
正
が
行
わ
れ
た
。
本
改
正
は
、
主
に
、

２
０
２
５
年
10
月
16
日
に
企
業
会
計
基
準

委
員
会（
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
）か
ら
公
表
さ
れ
た
企

業
会
計
基
準
37
号「
期
中
財
務
諸
表
に
関

す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
期
中
会
計
基

準
」と
い
う
）等
お
よ
び
２
０
２
６
年
２
月

27
日
に
公
表
さ
れ
た
実
務
対
応
報
告
48
号

「
防
衛
特
別
法
人
税
の
会
計
処
理
及
び
開

示
に
関
す
る
当
面
の
取
扱
い
」（
以
下
、「
実

務
対
応
報
告
48
号
」と
い
う
）を
踏
ま
え
た

も
の
で
あ
る
。

本
稿
は
、
本
改
正
の
主
な
内
容
に
つ
い

て
解
説
を
行
う
も
の
で
あ
る
が
、
意
見
に

わ
た
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
筆
者
ら
の
私

見
で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え

て
お
く
。

改
正
の
経
緯・概
要

⑴
　
期
中
会
計
基
準
等
の
公
表

２
０
２
２
年
12
月
、
金
融
庁
は「
金
融

審
議
会
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ワ
ー
キ
ン

グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告
」を
公
表
し
た
。
同

報
告
に
お
い
て
は
、
第
１
・
第
３
四
半
期

新法令新法令
解説

（図表）　改正された規則等

【規則】
・財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、「財規」という）
・連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下、「連結財規」とい
う）

【ガイドライン】
・「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意
事項について（以下、「財務諸表等規則ガイドライン」という）
・「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留
意事項について（以下、「連結財務諸表規則ガイドライン」という）

【告示】
・財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が
定める企業会計の基準を指定する件（以下、「基準指定告示」という）
・連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官
が定める企業会計の基準を指定する件（以下、「連結基準指定告示」という）
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関
す
る
特
別
措
置
法
」が
改
正
さ
れ
、「
防

衛
特
別
法
人
税
」が
創
設
さ
れ
た
。
防
衛

特
別
法
人
税
は
、
２
０
２
６
年
４
月
１
日

以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
課
さ
れ

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

防
衛
特
別
法
人
税
の
よ
う
な
新
た
な
税

金
が
創
設
さ
れ
る
と
、
適
用
対
象
と
な
る

具
体
的
な
税
金
を
規
定
し
て
い
る
企
業
会

計
基
準
27
号「
法
人
税
、
住
民
税
及
び
事

業
税
等
に
関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
法

人
税
等
会
計
基
準
」と
い
う
）等
は
、
都

度
、
改
正
が
必
要
と
な
る
。
さ
ら
に
、
現

行
の
税
制
改
正
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
鑑
み

る
と
、
税
制
改
正
か
ら
適
用
ま
で
の
短
期

間
の
間
に
法
人
税
等
会
計
基
準
等
を
改
正

す
る
必
要
が
あ
っ
た
。
こ
れ
を
不
要
と
す

る
た
め
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
法
人
税
等
会
計
基

準
に
つ
い
て
適
用
対
象
と
な
る
税
金
に
関

す
る
原
則
的
な
定
め
を
置
く
改
正
を
行
う

こ
と
と
し
た
。

た
だ
し
、
当
該
改
正
の
原
則
適
用
は
、

防
衛
特
別
法
人
税
が
課
さ
れ
る
事
業
年
度

よ
り
も
後
に
な
る
た
め
、
そ
の
間
、
防
衛

特
別
法
人
税
の
会
計
処
理
お
よ
び
開
示
に

関
し
て
準
拠
す
べ
き
会
計
基
準
等
が
存
在

し
な
い
こ
と
と
な
る
。

こ
の
た
め
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
、
防
衛
特
別

法
人
税
の
会
計
処
理
お
よ
び
表
示
に
係
る

取
扱
い
に
つ
い
て
、
短
期
的
な
対
応
と

し
て
実
務
対
応
報
告
を
公
表
す
る
こ
と

と
し
、
２
０
２
６
年
２
月
27
日
に
実
務

対
応
報
告
48
号
を
公
表
し
た
。
適
用
は
、

２
０
２
６
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
年

度
の
期
首
か
ら
と
さ
れ
て
い
る（
早
期
適

用
の
定
め
は
な
い
）。

主
な
改
正
の
内
容

⑴
　
期
中
会
計
基
準
等
の
公
表
を
踏

ま
え
た
改
正

期
中
会
計
基
準
等
は
、
基
本
的
に
四
半

期
会
計
基
準
等
と
中
間
会
計
基
準
等
の
定

め
お
よ
び
考
え
方
を
引
き
継
い
で
い
る

が
、
金
融
商
品
取
引
法
に
基
づ
く
第
一
種

中
間
財
務
諸
表
等
と
取
引
所
規
則
に
基
づ

く
四
半
期
に
係
る
財
務
情
報
の
会
計
処
理

が
同
一
の
結
果
と
な
る
よ
う
、「
企
業
の
報

告
の
頻
度（
年
次
、
半
期
、
又
は
四
半
期
）

に
よ
っ
て
、
年
次
の
経
営
成
績
の
測
定
が

左
右
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
原
則
」

が
採
用
さ
れ
た
。
こ
の
原
則
を
採
用
し
た

場
合
に
会
計
処
理
へ
の
影
響
が
生
じ
る
可

能
性
の
あ
る
項
目
は
、
中
間
会
計
基
準
等

に
お
い
て
経
過
措
置
と
し
て
定
め
ら
れ
た

次
の
項
目
で
あ
り
、
期
中
会
計
基
準
等
に

お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
の
取
扱
い
を
定
め
て
い

る
。①　

有
価
証
券
の
減
損
処
理
に
係
る
切
放

に
つ
い
て
、金
融
商
品
取
引
法（
以
下
、「
金

商
法
」と
い
う
）上
の
四
半
期
開
示
義
務
を

廃
止
し
、
取
引
所
規
則
に
基
づ
く
四
半
期

決
算
短
信
に
一
本
化
す
る
ほ
か
、
開
示
義

務
の
残
る
第
２
四
半
期
に
つ
い
て
は
、
半

期
報
告
書
の
提
出
を
義
務
づ
け
る
考
え
方

が
示
さ
れ
た
。
２
０
２
３
年
11
月
に
は
当

該
報
告
に
沿
っ
た「
金
融
商
品
取
引
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」が
成
立
し
て

い
る
。

半
期
報
告
書
は
、
金
商
法
24
条
の
５
第

１
項
で
定
め
る
会
社
の
類
型
に
よ
っ
て
、

記
載
内
容
等
が
異
な
る
。
同
項
１
号
上
欄

に
掲
げ
る
会
社（
上
場
会
社
等（
特
定
事
業

会
社
を
除
く
））が
提
出
す
る
半
期
報
告
書

は
、
基
本
的
に
従
来
の
第
２
四
半
期
報
告

書
の
記
載
内
容
等
を
引
き
継
い
で
お
り
、

そ
こ
に
含
ま
れ
る
第
一
種
中
間（
連
結
）財

務
諸
表
は
、
２
０
２
４
年
３
月
に
新
た
に

公
表
さ
れ
た
企
業
会
計
基
準
33
号「
中
間

財
務
諸
表
に
関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、

「
中
間
会
計
基
準
」と
い
う
）等
に
よ
っ
て

作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
た（
す
な
わ
ち
上

場
会
社
等（
特
定
事
業
会
社
を
除
く
）は
第

１
・
第
３
四
半
期
に
は
企
業
会
計
基
準
12

号「
四
半
期
財
務
諸
表
に
関
す
る
会
計
基

準
」（
以
下
、「
四
半
期
会
計
基
準
」と
い
う
）

等
に
、
第
２
四
半
期
に
は
中
間
会
計
基
準

等
に
よ
る
こ
と
と
な
っ
た
）。

な
お
、
同
項
２
号
上
欄
に
掲
げ
る
会
社

（
上
場
特
定
事
業
会
社
）お
よ
び
同
項
３
号

上
欄
に
掲
げ
る
会
社（
非
上
場
会
社
）が
提

出
す
る
半
期
報
告
書
に
含
ま
れ
る
第
二
種

中
間（
連
結
）財
務
諸
表
に
つ
い
て
は
、
従

来
ど
お
り「
中
間
連
結
財
務
諸
表
等
の
作

成
基
準
」（
以
下
、「
中
間
作
成
基
準
」と
い

う
）等
に
よ
っ
て
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。一

方
、
こ
の
中
間
会
計
基
準
等
の
検
討

過
程
に
お
い
て
、
上
場
会
社
お
よ
び
財
務

諸
表
利
用
者
か
ら
、「
中
間
決
算
と
四
半
期

決
算
は
本
来
同
じ
会
計
基
準
等
に
基
づ
い

て
行
う
べ
き
で
あ
る
」と
の
意
見
が
聞
か

れ
た
。
こ
う
し
た
意
見
を
踏
ま
え
て
、
中

間
会
計
基
準
等
公
表
後
の
２
０
２
４
年
10

月
に
開
催
さ
れ
た
第
５
３
５
回
企
業
会
計

基
準
委
員
会
で
は
、
四
半
期
会
計
基
準
等

と
中
間
会
計
基
準
等
を
統
合
し
た
会
計

基
準
等
を
開
発
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
、

２
０
２
５
年
10
月
16
日
、
期
中
会
計
基
準

等
が
公
表
さ
れ
た
。
適
用
は
、
２
０
２
６

年
４
月
１
日
以
後
開
始
す
る
年
度
の
最
初

の
期
中
会
計
期
間
か
ら
と
さ
れ
て
い
る

（
早
期
適
用
の
定
め
は
な
い
）。

⑵
　
実
務
対
応
報
告
48
号
の
公
表

２
０
２
５
年
３
月
31
日
に
公
布
さ
れ
た

「
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

に
よ
り
、「
我
が
国
の
防
衛
力
の
抜
本
的
な

強
化
等
の
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
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し
法

②　
棚
卸
資
産
の
簿
価
切
下
げ
に
係
る
切

放
し
法

③　
一
般
債
権
の
貸
倒
見
積
高
の
算
定
に

お
け
る
簡
便
的
な
会
計
処
理

④　
未
実
現
損
益
の
消
去
に
お
け
る
簡
便

的
な
会
計
処
理

期
中
会
計
基
準
等
で
は
、
①
お
よ
び
②

に
つ
い
て
、「
企
業
の
報
告
の
頻
度
に
よ
っ

て
、
年
次
の
経
営
成
績
の
測
定
が
左
右
さ

れ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
原
則
」と
整
合

的
で
あ
る
洗
替
え
法
が
原
則
と
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
た
。
一
方
、
従
前
か
ら
切
放
し

法
を
適
用
し
て
い
た
企
業
に
は
、
洗
替
え

法
へ
の
変
更
に
追
加
的
な
負
担
が
生
じ
得

る
こ
と
へ
の
配
慮
に
よ
り
、
例
外
的
に
切

放
し
法
の
継
続
適
用
が
許
容
さ
れ
、
そ
の

旨
を
注
記
す
る
こ
と
と
な
っ
た（
以
下
、

こ
れ
を
求
め
る
規
定
を「
当
該
注
記
規
定
」

と
い
う
）。

金
融
庁
に
お
い
て
も
、第
一
種
中
間（
連

結
）財
務
諸
表
に
つ
い
て
、
当
該
注
記
規

定（
財
規
202
の
２
、
連
結
財
規
175
の
２
）を

新
設
し
、
期
中
会
計
基
準
等
と
の
整
合
を

図
っ
て
い
る
。
他
方
、
中
間
作
成
基
準
に

お
い
て
は
当
該
注
記
規
定
が
存
在
し
て
い

な
い
。

こ
の
点
、
中
間（
連
結
）会
計
期
間
に
切

放
し
法
を
適
用
し
た
場
合
、
中
間（
連
結
）

会
計
期
間
末
後
に
有
価
証
券
の
時
価
や
棚

卸
資
産
の
収
益
性
が
回
復
し
た
際
に
は
、

年
度
の
経
営
成
績
の
測
定
結
果
が
異
な
り

得
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
う
し
た
な

か
で
、
中
間（
連
結
）会
計
期
間
に
お
い
て

切
放
し
法
を
適
用
し
た
旨
は
、
財
務
諸
表

利
用
者
が
企
業
の
経
営
成
績
を
正
し
く
理

解
す
る
う
え
で
、
第
一
種
中
間（
連
結
）財

務
諸
表
と
第
二
種
中
間（
連
結
）財
務
諸
表

の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
重
要
な
情
報
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
、
第
二
種
中

間（
連
結
）財
務
諸
表
に
お
い
て
も
当
該
注

記
規
定（
財
規
305
の
２
、
連
結
財
規
287
の

２
）を
新
設
す
る
こ
と
と
し
た
。

ま
た
、
期
中
会
計
基
準
等
で
は
、
期
中

に
お
け
る
切
放
し
法
を「
期
中
切
放
し
法
」

と
表
現
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
年
度
決
算

に
お
け
る
会
計
方
針
と
の
違
い
を
明
確
に

す
る
た
め
で
あ
る
。
こ
の「
期
中
切
放
し

法
」と
い
う
用
語
に
は
、
中
間（
連
結
）会

計
期
間
の
み
な
ら
ず
、
四
半
期（
連
結
）会

計
期
間
に
お
い
て
切
放
し
法
を
適
用
す
る

場
合
が
含
ま
れ
る
。
本
改
正
は
中
間（
連

結
）会
計
期
間
に
係
る
注
記
を
求
め
る
も

の
で
あ
り
、
四
半
期
の
概
念
を
含
む「
期

中
切
放
し
法
」と
い
う
用
語
は
馴
染
ま
な

い
た
め
、「
期
中
切
放
し
法
」と
い
う
用
語

は
用
い
ず
、「
切
放
し
法
」と
い
う
用
語
を

用
い
て
い
る
。
な
お
、
本
改
正
規
則
に
お

い
て
は
、
財
規
202
条
の
２
お
よ
び
305
条
の

２
に
お
け
る「
当
中
間
会
計
期
間
に
係
る
」

の
記
載
な
ら
び
に
連
結
財
規
175
条
の
２
お

よ
び
287
条
の
２
に
お
け
る「
当
中
間
連
結

会
計
期
間
に
係
る
」の
記
載
に
よ
り
、
こ

れ
ら
の
条
文
に
お
け
る「
切
放
し
法
」が
年

度
決
算
で
な
く
中
間（
連
結
）会
計
期
間
の

会
計
方
針
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ

り
、「
切
放
し
法
」と
表
記
す
る
こ
と
に
よ

る
実
務
上
の
支
障
は
特
段
生
じ
な
い
も
の

と
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
当
該
注
記
規
定
は
、
会
計
方
針

と
し
て
切
放
し
法
を
継
続
適
用
し
た
場
合

に
そ
の
旨
の
注
記
を
求
め
る
も
の
で
あ
る

た
め
、
評
価
損
ま
た
は
切
下
げ
額
の
計
上

が
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
注
記
そ
の
も
の

は
必
要
で
あ
る
。

本
改
正
で
は
、
基
準
指
定
告
示
お
よ
び

連
結
基
準
指
定
告
示
の
改
正
も
行
っ
て
お

り
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
２
０
２
５
年
10
月
16
日

に
公
表
し
た
期
中
会
計
基
準
を
含
む
４
基

準
を
、
財
規
１
条
３
項
お
よ
び
連
結
財
規

１
条
３
項
に
規
定
す
る
一
般
に
公
正
妥
当

と
認
め
ら
れ
る
企
業
会
計
の
基
準
と
し
た

う
え
で
、
中
間
会
計
基
準
は
削
除
し
て
い

る
。
ま
た
、
こ
れ
に
伴
い
、
財
務
諸
表
等

規
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
136
お
よ
び
連
結
財
務

諸
表
規
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
107
を
改
正
し
て

い
る
。

⑵
　
実
務
対
応
報
告
48
号
を
踏
ま
え

た
改
正

本
改
正
で
は
、
財
規
、
財
務
諸
表
等
規

則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
連
結
財
規
お
よ
び
連

結
財
務
諸
表
規
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
お
い

て
、
貸
借
対
照
表
上
の「
未
払
法
人
税
等
」

お
よ
び
損
益
計
算
書
上
の「
法
人
税
、
住

民
税
及
び
事
業
税
」に
防
衛
特
別
法
人
税

が
含
ま
れ
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。

適
用
時
期

前
記「
主
な
改
正
の
内
容
」⑴（
期
中
会

計
基
準
等
を
踏
ま
え
た
改
正
）で
改
正
さ

れ
た
財
規
お
よ
び
連
結
財
規
に
つ
い
て

は
、
期
中
会
計
基
準
等
の
適
用
時
期
と
あ

わ
せ
て
、
２
０
２
６
年
４
月
１
日
以
後
に

開
始
す
る
中
間（
連
結
）会
計
期
間
に
係
る

中
間（
連
結
）財
務
諸
表
に
つ
い
て
適
用
さ

れ
る
。

ま
た
、前
記「
主
な
改
正
の
内
容
」⑵（
実

務
対
応
報
告
48
号
を
踏
ま
え
た
改
正
）で

改
正
さ
れ
た
財
規
お
よ
び
連
結
財
規
に
つ

い
て
は
、
実
務
対
応
報
告
48
号
に
あ
わ
せ

て
、
２
０
２
６
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始

す
る
事
業
年
度（
連
結
会
計
年
度
）に
係
る

（
連
結
）財
務
諸
表
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る

（
中
間
も
同
様
）。
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